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第５章 交流人口拡大に向けたボランティアホリデーの課題と解決の方向性 
 
１．交流人口拡大施策としてのボランティアホリデーの有効性 
 

（１）交流人口拡大施策としてのボランティアホリデーの有効性 

ボランティアホリデーは、ボランティア活動を通じた交流であることから、①交流滞在の長期

化に有効であり、生活文化そのものを資源として活用することから、②地域の個性・独自性の発

掘・深耕、③交流の通年化にも有効である。また、ボランティアホリデーによる交流に特徴的な

メリットとして、交流の多面性・交流の密度の向上、リピートや定住・半定住のきっかけとなる

ことがあげられる。 
 
（２）ボランティアホリデーによる交流人口拡大の特色 

①受け入れ地域が交流人口拡大によって得られる効果として、以下があげられる。 
■地域の観光関連産業の振興 
■受け入れ地域の住民の活性化 
■地域に不足する資源や機会の提供 

 

②都市部からの訪問者に交流がもたらす効果としては、以下があげられる。 

■多自然地域体験ニーズの充足 
■ボランティアニーズの充足 

 

２．ボランティアホリデー推進における課題の整理 

（１）地域の人材育成 

コーディネータ地元行政と連携して参加者と受け入れ先の間に入りコーディネートするもので

あり、ボランティアホリデー事業において最も重要な役割の一つである。そのためコーディネー

タとなる人材を各地域で育成していくことが必要であり、ひいては地域づくりの中核となるよう

な人材が育成されていくことが期待される。 
また、現在は各市町村にコーディネータが多くても一人という状況であるが、ボランティアホ

リデーが本格的に稼動し始めれば負担が大きくなることが予想され、新たにコーディネータとな

る人材を発掘していくことも必要である。 
 

（２）交通・宿泊の優遇措置 

ニーズ調査においては往復の交通費が 3 万円未満の割合が最も多く、かつ安価な宿泊施設を望

む意見が多くみられた。モデル事業においても交通費・滞在費はできるだけ安く抑えたいという

声が多かった。長期滞在を可能にするためには何らかの交通・宿泊の優遇措置により一般の観光

旅行よりも費用を安くすることが必要である。 
地域の人とのふれあいやその地域でしかできない体験というボランティアホリデーの“売り”

に加え、金銭面での直接的なメリットを付加することで、ボランティアホリデー参加のインセン

ティブがより強くなることが期待される。 



 24

 

（３）参加者と受け入れ側のルールづくり 

日本においてはそれほどボランティアが一般的でないこともあり、モデル事業においては、参

加者と受け入れ先で「ボランティア」に対する認識に違いが見られるケースも多かった。また、

地域によっては受け入れ側の親切に恐縮してしまう参加者がいたり、受け入れ先がボランティア

をどう扱っていいのかわからず、体験的になってしまったこともあったことから、ボランティア

ホリデーにおけるボランティアの定義を定めるとともに、受け入れ側・参加者双方のルールづく

りが必要であると考えられる。 
万が一の事故を懸念する受け入れ先も多く、双方が安心できる安全対策が望まれる。 

 

（４）地域の観光・生活情報の充実 

対象地域の中には公共交通や観光・生活情報が十分に整備されていない地域が多く、参加者が

移動や食事に不便を感じたり、空き時間に行こうとしていた観光地に情報不足のために行けなか

ったこともあった。今後それぞれの地域が交流人口の拡大を目指していくためには地域の観光・

生活情報の充実および発信が不可欠である。 
 

（５）受け入れ側と参加者側のニーズをうまく折り合わせる仕組みづくり 

受け入れ側と参加者の双方の満足度を高めていくためには、適切なマッチングを行っていくこ

とが必要である。参加者に対しては十分に誤解がないようにボランティア情報を伝えるとともに、

受け入れ側やコーディネータに対しては事前にボランティアメニューの調整や作業計画ができる

ような参加者の情報を提供していくことが望ましい。 
 

（６）ボランティア・交流メニューの発掘と拡充 

ニーズ調査やモデル事業では地域らしさがあり、貢献を実感できるメニューが求められている

との結果が出たが、性別や年代、属性などで希望する作業内容やボランティアホリデーに期待す

ることは異なる。それぞれのニーズやスタイルに応じたボランティアを提供するために、メニュ

ーを発掘・拡充していく必要がある。 
 

（７）あらたな参加地域、参加自治体の開拓 

多様なニーズに対応していくためには、ボランティアメニューの拡充とともに、参加地域を増

やし目的地の幅を広げていかなければならない。そのためにはボランティアホリデー事業の認知

度を向上させるとともに、地域が新規に参入しやすくするためのマニュアルや仕組みを整備して

いくことが必要である。 
 

（８）事業の認知度向上 

ボランティアホリデーは新たな形の都市と地方の交流事業であるため、体制整備と同時に認知

度の向上が非常に重要である。ボランティアホリデーの概念を広く周知させていくとともに、タ

ーゲット層ごとに効果的なＰＲを行っていく必要がある。 
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（９）継続的な送客 

地域にとって有用な人材を継続的に送客していくためには、一般向けに PR していくだけでな

く、企業や大学と連携して、専門的スキルなどを有する人材にアプローチしていくことが有効で

あると考えられる。 

 
（１０）地域ごとの特色 

①北海道地域 
a.民間の受け入れ先の拡充 

モデル事業においては、受け入れ先がほとんど公的な団体・機関が多い傾向にあったが、民

間による受け入れの方が、交流がより深まるとの地域の指摘もあり、民間の受け入れ先を拡充

していくことが必要である。 
b.閑散期のボランティアメニューの充実 

北海道地域で特に顕著なのは、閑散期のボランティアメニューが少ないことである。季節を

通じてボランティアを受け入れていくことができるように、ボランティアメニューを充実させ

ていくことが望ましい。 
 

②東北地域 
a.受け入れ側と参加者の両方にメリットがあるメニュー 

農作業のボランティアメニューが多く、なかには難易度の高い作業があったため、モデル事

業では受け入れ先と参加者の間で気を使い合う様子が見られた。作業内容には、簡単なメニュ

ーがあることも望まれる。受け入れ側と参加者両方がボランティアを通して双方で満足できる

ようなメニュー作りが望まれる。 
b.コーディネータの確保 

当該地域においては、民間のコーディネータが不在の地域が多く、モデル事業では自治体職

員が代わりを務めた。本格稼動に向けてコーディネータの発掘、育成が望まれる。 

 

③四国地域 
a.定住・半定住への施策として有効化 

地域では交流人口の拡大を定住・半定住人口に結びつけたいというねらいがある。このため

には、民泊や空き家での滞在を積極的に推進することによる住宅状況を知らせることや手に入

りやすい雇用情報の用意があること、かつ地域の魅力をアピールしつつも過剰なもてなしを排

し、隣人となるための、「ふだん着の交流」を行うことが重要であると考えられる。 
b.コーディネータの育成 

該当地域のうち一部には、コーディネータとなりうる民間の人材が見当たらない場合があっ

た。今後は、NPO やまちづくりに関心のある住民グループ等の中から人材の発掘を行い、行

政と連携しながら、受け入れ側と参加者の間に立ってコーディネート役を務められるよう教育

を行っていく必要がある。 
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④九州地域 
a.地域の飲食店や観光情報の発信 

今回の参加者からは、ボランティアをしていない自由時間に向かう観光資源や、食事を取る

ための飲食店など、有効な情報を地域内で得ようとしても、口コミ以外の手段がほとんどなか

ったとの指摘があった。滞在地域と周辺地域に関する情報がどこで得られるのか、受け入れ側

で把握し、参加者に伝達してあげられるような体制づくりが必要である。 

b.公共交通の存在しない地域への対応 

一部の地域には公共交通がほとんど存在しない地域があり、参加者がレンタカーやマイカー

など交通手段を確保しないと訪れることのできない地域があり、募集の際に告知しておくこと

が必要である。 

 

３．今後の方向性と対応策 

 

前項で整理された課題を踏まえ、ボランティアホリデーの今後の方向性、交流人口拡大施策としてよ

り有効性を高めるための施策は、次のとおり整理される。 

今後の方向性 対応策 

(8)シンポジウム・フェアなど認知度向上に向けた取

り組み 

(9)送客のための連携先・告知媒体等の開拓 

・ボランティアホリデー事業の PR と情

報発信 
事業の認知度向上をはかり、継

続的な送客のための取り組みを行

う。 

(5)ポータルサイトの構築・運営、パンフレット作成 

(7)自治体等への働きかけ、導入マニュアル作成 

(6)ニーズ調査を踏まえたボランティア・メニューづくり 

・参加者と受け入れ側のマッチングの

仕組みづくり 
参加者の多様なニーズに対応して

いくとともに、運営主体となる組織

を設立する。 

(1)コーディネータの発掘、研修等の実施 

(2)交通・宿泊の優遇措置 

(3)ガイドライン、ルールの作成 

(4)パンフレット・サイン・案内等の整備 

・受け入れ体制の整備 
参加者の満足度を高めるための基

盤を整えるとともに、地域の人材を

発掘・育成する 
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（１）コーディネータの発掘、研修等の実施 

地元 NPO、住民グループ等を中心に地域のボランティアホリデーの事務局機能となる人材が、

参加希望者と受け入れ側の仲介を行うものとする。コーディネータは地元行政と連携してコーデ

ィネートの機能を果たすものとして、NPO など地域活動へ意欲的な民間の人材をできるだけ活用

し、他の地域づくり活動などとの連携も図っていく。また、コーディネータの発掘と同時に研修

を行う。 
 

（２）交通・宿泊の優遇措置 

航空・鉄道事業者との連携や自治体の遊休施設を割安の宿泊施設として提供するなどして、費

用の低減という直接的なメリットを付加することで、ボランティアしながらの長期滞在を可能に

する。旅行会社と連携した商品化も検討し、将来的には民間ベースでの運用を目指す。また、現

地までの交通、現地での交通それぞれにおいて、割引情報の発信を行いながら割引切符の情報を

整理・発信する。将来的には施設とセットにした旅行商品化が望ましい。 
 
（３）ガイドライン、ルールの作成 

｢ボランティアホリデー｣、「ボランティアホリデーにおけるボランティア」を定義し、自治体・

コーディネータ・受け入れ側・参加者の役割分担や約束事等の取り決めを行って、受け入れ側・

参加者ともに共通認識のもと、無理なくスムーズに活動できるようにする。 
また、ポータルサイトにおいてガイドラインや参加規約などを公開するとともに、すべての参

加主体がガイドラインを共有する。安全対策としては、参加者の誓約書、保険紹介等を行う。 
 

（４）パンフレット・サイン・案内等の整備 

公共交通や観光情報が十分に整理・発信されていない地域が多く、モデル事業の参加者からは

不便を感じたとの意見が多く聞かれた。初めて見てもわかりやすいパンフ・サイン・案内等、訪

問前及び現地情報の整備に向けて、地域の観光情報や公共交通・スーパーなどの現地での生活に

関する情報を、モデル事業で得られた意見等も参考に整理し活用する。また、訪問前の情報提供

手段の一つとしてポータルサイトを活用する。 

 

（５）ポータルサイトの構築・運営、パンフレット作成 

ポータルサイトを構築し、ボランティアホリデーの紹介や、ボランティアメニュー・地域の概

要が検索・登録できる機能を備え、情報発信を通してボランティアホリデーの認知度を向上させ

ていくとともに、ボランティアメニューおよび地域と参加者のマッチングをサポートする。その

他に、はじめての方でもわかりやすいような体験談やシニアの方でも見やすいように文字の大き

さを調節できる機能を持たせる。将来的にはこの運営事務局を参加主体（受け入れ市町村、都市

側自治体・大学）の連絡事務局としていく。 
また、ボランティアホリデーの考え方や仕組みを紹介するためのパンフレットを制作する。想

定する配布先は各自治体、各企業（CSR 担当、OB 会等）、ボランティアセンター、カルチャーセ

ンター、シニアグループ、大学などである。 
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（６）ニーズ調査を踏まえたボランティアメニューづくり 

ニーズ調査を踏まえ、地域らしさがあり、貢献を実感できるメニューづくりを行うとともに、

初心者向けの単純作業・イベントの手伝いと専門的スキルを持った参加者への知的ボランティア

に分けて整理し、地域のコンテンツを充実させることで多様な参加者のニーズに対応する。 
 

（７）自治体等への働きかけ、導入マニュアル作成 

より多くの地域・自治体のボランティアホリデーへの参加を促すことにより、目的地の巾を広

げ多様なボランティアニーズに対応していく。また自治体等が新規に参加しやすいようにボラン

ティアホリデー事業導入マニュアルを整備する。 
 

（８）シンポジウム・フェアなど認知度向上に向けた取り組み 

全国的な認知度向上、特にアクティブシニアに向けて有効な、紙媒体のメディアと共催したイ

ベント等によって認知度を向上させる。また、パンフレットやインターネット、雑誌などとの連

携により、アクティブシニア・30 代女性・大学生などそれぞれの層ごとに訴求していく。 

 

（９）送客のための連携先・告知媒体等の開拓 

企業 OB 会、社会貢献推進室等、専門的スキルを有するアクティブシニアなどにアプローチで

きる告知先かつ継続的な送客元を開拓するとともに、大学におけるインターンシップ効果・職業

教育効果等をアピールし、都市部の大学などの継続的な送客元を開拓する。 
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第６章 ボランティアホリデー推進のためのポータルサイトとパンフレット 

 

ボランティアホリデーの認知度を向上させ、定着させていくための情報発信の仕組みとして、イン

ターネット上にボランティアホリデーについてのポータルサイトを構築した。また、ボランティアホ

リデーの考え方や仕組みを紹介するための参加者向けパンフレットを制作し、その効果的な活用方法

を検討した。 

 

１．ポータルサイトの構築について 
 

（１）目的と概要 

ポータルサイトについては、今年度、対象４地域（北海道・東北・四国・九州）にて実施した

モデル事業の活動状況を掲載すると共に、次年度以降、新たなボランティア情報、地域の観光・

イベント情報等を更新できる機能を搭載し、本格稼動に向けた環境を整える。 
ポータルサイトの概要は以下のとおりとする。 

 

 

（２）ポータルサイトを媒介としたマッチングの流れ 

ポータルサイトを媒介とすることにより、課題として挙げられた「ボランティアメニューの不

足」、「地域情報の不足」、「受け入れ側と参加者側のニーズをうまく折り合わせる仕組みの不在」

の解消と、受け入れ側と参加者側とのより良いマッチングを図る。 
各地域の受け入れ側がボランティア情報を投稿する際には、募集項目や作業の内容、参加の条

件をなるべく詳しく記載する。さらには地域の関連情報（観光・イベント、交通、宿泊）も可能

な限り提供する。一方、参加者側が問い合わせ・申し込みをする際にも、可能な作業量や、希望

事項、特技や取得資格、を記入してもらうことで、相互のマッチングを図っていく。 
 

 

 

 

① ボランティアホリデーの内容を知らしめるために、今年度、対象４地域（北海道・東

北・四国・九州）にて実施したモデル事業の活動状況を掲載 

④ 各地域の関連団体サイトとのリンクを設置 

③ 本格稼動に向けて、利用者（参加者）が各地域のボランティア情報等を検索・閲覧し、

各々の情報についての問い合わせや参加申し込みを送信できる機能を搭載 

② 本格稼動に向けて、事前に登録した各地域の自治体や民間団体等が、新たなボランテ

ィア情報や地域の観光・イベント情報等を投稿・編集できる情報発信機能を搭載 
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（３）ポータルサイトの画面イメージ 

 

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｖｏｌ－ｈ．ｏｒｇ 

 

①トップページの画面のイメージを以下に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②各情報の詳細画面のイメージを以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投稿された情報を、
各ジャンル別に、
表示

文字サイズを
変更できる

情報提供団体用のログイン
画面およびパスワードの確認
（パスワードを忘れた場合の
確認が可能）

平成１６年度モデル事業
を実施した地域の紹介
と活動内容を掲載

各地域から投稿された
最新の情報を表示

利用者が、各地のボラ
ンティア情報、地域情
報等の検索・閲覧およ
び問い合わせ（申し込
み）をする

各地域の情報提供団
体が、ボランティア情
報、地域情報等を投
稿・編集する

参加者が、ボラ
ンティア体験の
写真やコメント
を投稿できる

投稿された情報を、
各ジャンル別に、
表示

文字サイズを
変更できる

情報提供団体用のログイン
画面およびパスワードの確認
（パスワードを忘れた場合の
確認が可能）

平成１６年度モデル事業
を実施した地域の紹介
と活動内容を掲載

各地域から投稿された
最新の情報を表示

利用者が、各地のボラ
ンティア情報、地域情
報等の検索・閲覧およ
び問い合わせ（申し込
み）をする

各地域の情報提供団
体が、ボランティア情
報、地域情報等を投
稿・編集する

参加者が、ボラ
ンティア体験の
写真やコメント
を投稿できる
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２．パンフレットの制作について 
 

（１）目的と概要 

パンフレットについては、「対象４地域でのモデル事業の紹介」、「参加についての条件、注意事

項等」、「お問い合わせ先、ポータルサイトＵＲＬ」等の内容を掲載したものを 50，000 部作成し、

今後、関係機関やボランティア募集先への配布を予定している。 
 

（２）パンフレットのデザインイメージ 
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第７章 今後に向けて 

 
第５章の課題でみたとおり、ボランティアホリデーは交流人口活性化の施策として有効であり、

都市住民、受け入れ地域の双方にとって魅力的な交流のしくみであるといえる。交通費・滞在費の

低減や事業の認知度向上、マッチング等、解決すべき課題もあり、事業立ち上がり時における各市

町村の支援等は要するものの、ボランティアホリデーを本格的に事業として稼動させていくことは、

交流人口拡大とこれを通じた地域の活力向上・魅力の増大に大きく貢献するものと考えられる。 
また、課題のうち認知度向上や受け入れ体制の整備、ルールづくり等は、具体的に事業を推進・

継続していく中でこそ解決され、精度や施策としての有効性を向上させる一面もあり、開始時は限

定的なメニューや少人数の参加者であっても、意欲ある市町村を対象地域として、取り組みを開始

することが必要と考えられる。 
ボランティアホリデーの今後の稼動に向けての体制は、以下のようなイメージである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
稼動に向けての体制において求められているのは、次のとおりである。 
 

①送客側主体（企業・大学・個人）に対して 
ボランティアホリデーに関心を持つ企業・大学等の組織の開拓 

 
②運営主体 

運営主体の確立、センター化と運営継続に向けたビジネスモデルづくり、ホームページ管理

運営と事業ノウハウの蓄積 

送 客 側

運 営 主 体

（センター化）

CSR活動プロ

グラム・退職前
社員のリカレン
トプログラムと
して

就業体験や
まちづくり参
加体験として

ボランティア
しながら地方
滞在できる交
流活動として

ホームページ

企　業

大　学

個　人

プロモー
　ション

受 け 入 れ 側

地域
NPO等の

コーディ
ネータ

管理　　　　運営

地域
NPO等の

コーディ
ネータ

地域
NPO等の

コーディ
ネータ

① ② ③ ④ ⑤ 
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③受け入れ側主体に対して 
新規市町村の開拓と受け入れ体制の整備、事業への理解促進 

 
④送客主体へのプロモーション、送客主体と運営主体のコミュニケーション 

インターネット活用、非インターネット活用のプロモーションによって事業の認知度向上、

また、組織内でボランティアホリデーへの参加が正当に評価されるようなしくみづくり 
 

⑤受け入れ側と運営主体のコミュニケーション 
コーディネータの育成と運営主体・受け入れ側との連携による円滑な運営 

 
特に、継続的・固定的な顧客を獲得し、事業の安定的な運営を行うためには①及び②への取り

組みが急がれる。 
 


